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正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する 

規則第10条第1項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

 

（１）資本金の額（2024年８月末現在） 

① 資本金の額：        １億円 

② 発行可能株式総数
※
：   100,000株 

（普通株式 上限80,000株、Ａ種類株式 上限20,000株） 

③ 発行済株式総数：     46,172株 

（普通株式 30,772株、Ａ種類株式 15,400株） 

④ 最近５年間における資本金の額の増減： 

2019年12月９日  資本金 ２億円に増資  

2019年12月９日  資本金 １億円に減資 

 

※種類株式の発行が可能 

 

（２）委託会社等の機構（2024年８月末現在） 

① 委託会社の業務運営の組織体系は以下のとおりです。 

  



代表取締役CEO兼社長

ITオフィス

コンプライアンス&リスク
・グループ

ビジネス・コントロール・グループ インベストメント・グループ

コーポレートオフィス

クライアント・ソリューション
・グループ

経営会議

取締役会

株主総会

監査役

 

 

当社の組織は、上記のとおり、株主総会、監査役、取締役会、代表取締役CEO、代表取締役

社長、経営会議、以下６の業務グループにより構成されています。 

取締役会は、３名の取締役から構成されており、１名の社外監査役が出席し、会社の業務執

行を決定し取締役による職務の執行を監督するため、原則として月次で開催されますが、必要

に応じて随時開催されます。 

代表取締役CEOは、会社を代表して対外事項を処理するとともに、会社経営の全般を総轄

し、取締役会を招集してその議長として主宰し、重要事項の決定を行います。代表取締役社長

は、会社を代表して対外事項を処理するとともに、取締役会の決定に基づき業務の執行を統括

します。 

経営会議は、常勤取締役および執行役員等から構成されており、経営に関する重要事項を協

議するとともに、代表取締役社長の統括の下で業務の執行の全般的な統制を行います。 

６グループは、投資運用・助言の意思判断と各種調査、投資運用・助言の意思決定を支援す

る定量モデルの開発その他パフォーマンスの分析・評価等を行うインベストメント・グルー

プ、投資運用・助言業務に係る営業活動と営業企画全般、顧客対応窓口全般、顧客説明資料・

広報資料等の作成、販売会社その他販売チャネルとの連携等に関する業務を行うクライアン

ト・ソリューション・グループ、運用スキーム等の開発・組成と各種調査および外部パートナ

ーとの折衝等、投資信託の法定書面作成と届出、営業活動ならびに既存顧客の対応および管理

の支援その他一任契約資産・外国籍ファンド・投資信託の運用管理等に関する業務を行うビジ

ネス・コントロール・グループ、関連法令・諸規則および運用ガイドライン等の遵守の確保に

向けた業務、運用リスクの分析・モニタリング報告その他リスク管理全般の統括、契約審査等

の法務および内部監査に関する業務を行うコンプライアンス＆リスク・グループ、システム対

応およびシステムリスク・情報管理に関する業務を行うITオフィス、組織運営、人事労務、財

務経理および総務に関する業務を行うコーポレートオフィスにより構成されています。 

 

② 投資運用の意思決定機構 

投資運用の意思決定はインベストメント・グループが行います。 

意思決定にあたっては、運用管理会議におけるパフォーマンスの分析・評価ならびにリスク



管理会議によるリスク管理および適時・適切な意見が反映されることとなっており、各方面か

らの牽制機能が働いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

 

（１）事業の内容 

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投

資信託の設定を行うとともに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその投資運用

業務および投資助言業務を行っています。また、金融商品取引法に定める第二種金融商品取

引業務を行っています。 

 

（２）委託会社の運用するファンド 

2024年８月末現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（親投資信託を除き

ます。）は次のとおりです。 

 

種類 本数 純資産総額（円） 

単位型株式投資信託 5 12,502,019,679 

追加型株式投資信託 32 149,032,328,631 

合計 37 161,534,348,310 

 

  

リスク管理会議 
＜インベストメント・

グループ＞ 

運用チーム 
運用管理会議 

意思決定 



３．委託会社等の経理状況 

 

（１）財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号、

以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定に基づき「金融商品取引業等に関する

内閣府令」（2007年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1977年大蔵省

令第38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（2007年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表及び中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しておりま

す。 

 

（２）監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第25期事業年度（2023年１月１日か

ら2023年12月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。 

第26期事業年度（2024年１月１日から2024年12月31日まで）の中間財務諸表（2024年１月１日から

2024年6月30日まで）について、EY新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



財務諸表等 

１ 財務諸表 

（１）【貸借対照表】 

  
前事業年度 

(2022年12月31日現在) 

当事業年度 

(2023年12月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

（資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金・預金   687,127  591,707 

２ 前払金   27  31 

３ 前払費用   10,125  9,932 

４ 未収入金   557  586 

５ 未収委託者報酬   531,548  323,481 

６ 未収運用受託報酬   49,038  58,955 

７ 関係会社未収金   20,726  18,246 

８ 未収収益   3,506  4,435 

流動資産合計   1,302,659  1,007,377 

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産   7,285  6,751 

（１）建物附属設備 ※１ 5,762  5,336  

（２）器具備品 ※１ 1,522  1,415  

２ 無形固定資産   1,858  333 

（１）ソフトウェア  1,858  333  

３ 投資その他の資産   277,453  183,082 

（１）投資有価証券  94,310  －  

（２）関係会社株式  140,519  140,519  

（３）長期差入保証金  35,340  34,620  

（４）保険積立金  6,808  7,942  

（５）長期前払費用  476  －  

固定資産合計   286,597  190,167 

資産合計   1,589,257  1,197,544 

 

  



  
前事業年度 

(2022年12月31日現在) 

当事業年度 

(2023年12月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 預り金   55,580  63,928 

２ 未払金   111,855  112,700 

３ 関係会社未払金   66,857  43,663 

４ 未払費用 ※２  228,051  139,509 

５ 仮受金   7,777  － 

６ 未払法人税等   290  290 

７ 未払消費税等   28,532  1,466 

流動負債合計   498,943  361,558 

負債合計   498,943  361,558 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   100,000  100,000 

２ 資本剰余金   234,067  234,067 

（１）資本準備金  125,000  125,000  

（２）その他資本剰余金  109,067  109,067  

３ 利益剰余金   761,936  547,191 

（１）利益準備金  127  127  

（２）その他利益剰余金  761,808  547,064  

   繰越利益剰余金  761,808  547,064  

４ 自己株式     △45,273 

株主資本合計   1,096,003  835,985 

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差額金   △5,690  － 

評価・換算差額等合計   △5,690  － 

純資産合計   1,090,313  835,985 

負債・純資産合計   1,589,257  1,197,544 

 

 



（２）【損益計算書】 

  

前事業年度 

(自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業収益      

１ 委託者報酬   1,492,551  1,203,361 

２ 運用受託報酬   174,136  173,827 

３ 投資助言報酬   11,565  13,942 

４ 業務受託収入 ※１  140,824  154,410 

営業収益合計   1,819,077  1,545,542 

Ⅱ 営業費用      

１ 支払手数料 ※１  755,257  628,111 

２ 広告宣伝費   4,549  2,655 

３ 調査費   58,750  60,212 

（１）調査費  58,235  59,732  

（２）図書費  515  479  

４ 委託計算費   61,365  43,990 

５ 営業雑経費   8,069  8,389 

（１）通信費  3,785  3,750  

（２）協会費  1,866  1,846  

（３）諸会費  810  772  

（４）諸経費  1,606  2,019  

営業費用合計   887,992  743,358 

Ⅲ 一般管理費      

１ 給料   723,138  739,995 

（１）役員報酬  58,705  47,573  

（２）給料・手当  459,287  468,065  

（３）従業員賞与  110,137  127,161  

（４）法定福利費  67,689  72,583  

（５）福利厚生費  27,318  24,611  

２ 交際費   12,482  15,193 

３ 旅費交通費   10,159  16,420 

４ 租税公課   409  259 

５ 不動産賃借料   36,147  36,120 

６ 固定資産減価償却費   4,026  2,748 

７ 業務委託費 ※１  152,867  149,226 

８ 諸経費   14,655  16,401 

一般管理費合計   953,886  976,365 

営業利益又は営業損失（△）   △22,801  △174,181 

 

 

 



  

前事業年度 

(自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取配当金 ※１  453,467  213,037 

２ 受取利息   4  5 

３ 為替差益   2,193  2,972 

４ 雑収入   94  303 

営業外収益合計   455,760  216,318 

Ⅴ 営業外費用      

１ 雑損失   －  2,817 

営業外費用合計   －  2,817 

経常利益又は経常損失（△）   432,958  39,319 

Ⅵ 特別利益      

特別利益合計   －  － 

Ⅶ 特別損失      

１ 投資有価証券償還損   －  14,665 

２ 役員退職慰労金 ※２  －  100,500 

特別損失合計   －  115,165 

税引前当期純利益 

又は税引前当期純損失（△） 
  432,958  △75,846 

  法人税、住民税及び事業税   290  290 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
  432,668  △76,136 

 



（３）【株主資本等変動計算書】 

 

前事業年度 
（自2022年１月１日 至2022年12月31日） 

 

 

当事業年度 
（自2023年１月１日 至2023年12月31日） 

 

 

 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計 
純資産合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

資本剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 
100,000 125,000 109,067 234,067 127  429,148 429,276 763,343 －         － 763,343 

当期変動額 
           

当期純利益 － － － － － 432,668 432,668 432,668 － － 432,668 

剰余金の配当（△） － － － － － △100,008 △100,008 △100,008 － － △100,008 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
－ － － － － － － － △5,690 △5,690 △5,690 

当期変動額合計 

 
－ － － － － 332,659 332,659 332,659 △5,690 △5,690 326,969 

当期末残高 
100,000 125,000 109,067 234,067 127  761,808 761,936 1,096,003 △5,690          △5,690 1,090,313 

 （単位：千円） 

  株主資本 評価・換算差額等  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価

証券評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計 
純資産合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

資本剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰

余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 100,000 125,000 109,067 234,067 127  761,808 761,936 － 1,096,003 △5,690 △5,690 1,090,313 

当期変動額             

当期純損失（△） － － － － － △76,136 △76,136 － △76,136 － － △76,136 

剰余金の配当（△） － － － － － △138,608 △138,608 － △138,608 － － △138,608 

自己株式の取得 － － － － － － － △175,628 △175,628 － － △175,628 

自己株式の処分 － － － － － － － 130,355 130,355 － － 130,355 

株主資本以外の項

目の当期変動額

(純額) 

－ － － － － － － － － 5,690 5,690 5,690 

当期変動額合計 － － － － － △214,744 △214,744 △45,273 △260,017 5,690 5,690 △254,327 

当期末残高 100,000 125,000 109,067 234,067 127  547,064 547,191 △45,273 835,985 0 0 835,985 



（重要な会計方針） 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法により評価しております。 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法により評価しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備        15年 

器具備品      ４～６年 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

 

３. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒損失については、個別に回収可能性を検討し計上しております。なお、当事業年度は貸倒引当金

を計上しておりません。 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当事業年度対応分を計上しております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

  当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、投資助言報酬、業務受託収入を稼得しておりま

す。これらには成功報酬が含まれる場合があります。 

（１） 委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割合として認識され、確定

した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに

履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

（２） 運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資一任契約に基づき契約期間の純資産総額等に対する一定割合として認識され、確

定した報酬を顧問口座によって主に年２回、もしくは年１回受取ります。当該報酬は期間の経過ととも

に履行義務が充足されるという前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として認識しておりま

す。 

（３） 投資助言報酬 

投資助言報酬は、投資助言契約に基づき、投資助言サービスを提供し、当該ファンドの契約期間の純資

産総額等に対する一定割合として認識され、確定した報酬を年２回受取ります。当該報酬は期間の経過



とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、契約期間にわたり収益として認識しております。 

（４） 業務受託収入 

業務受託収入は、業務受託契約に基づき、GCI Asset Management,HK Limitedに対象ファンドの事務サ

ービスを提供し、当該ファンドのGCI Asset Management,HK Limitedで発生した収益に対する一定割合

として認識され、確定した報酬を年４回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足さ

れるという前提に基づき、ファンドの運用期間にわたり収益として認識しております。 

（５） 成功報酬 

成功報酬は、当社が運用するファンドについて、パフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定

割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定した時点で収益として認識してお

ります。当該報酬は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含ん

でおりません。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  該当事項はありません。 

 

（未適用の会計基準等） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計上の見積り） 

前事業年度（自 2022 年 1 月１日 至 2022 年 12 月 31 日） 

当事業年度の財務諸表を作成するにあたって行った会計上の見積りのうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影

響を及ぼすリスクがあるものが識別されなかったため記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2023 年 1 月１日 至 2023 年 12 月 31 日） 

当事業年度の財務諸表を作成するにあたって行った会計上の見積りのうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影

響を及ぼすリスクがあるものが識別されなかったため記載を省略しております。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

いたしました。これにより一部の投資信託等については、時価の算定日における基準価額等を用いて時価を算

定することといたしました。なお、当該適用指針の適用に伴う、当事業年度への影響はありません。 

 

（表示方法の変更） 

 該当事項はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係) 

前事業年度 

(2022年12月31日現在) 

当事業年度 

(2023年12月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額      

建物附属設備                  604千円 

器具備品                     5,950千円 

 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。 

未払費用             31,269千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額      

建物附属設備                 1,030千円 

器具備品                     6,345千円 

 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。 

未払費用             33,778千円 

 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 

(自 2022年１月１日 

至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する取引高は次の

通りであります。 

    業務受託収入          140,824千円 

   支払手数料           183,478千円 

   業務委託費            3,600千円 

   受取配当金           453,467千円 

 

※２ 該当はありません。 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する取引高は次の

通りであります。 

    業務受託収入          154,410千円 

   支払手数料           150,317千円 

   業務委託費            3,600千円 

   受取配当金           213,037千円 

 

※２ 役員退職慰労金（特別損失）    100,500千円 

当社は、2023年3月27日開催の第24期定時株主総会の決議

に基づき、退任取締役に対し、在任中の労に報いるため、役

員退職慰労金100,500千円を贈呈することを決議いたしまし

た。これにより、当事業年度において、役員退職慰労金

100,500千円を特別損失として計上いたしました。 

 



（株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式     

普通株式 46,172株 － － 46,172株 

合計 46,172株 － － 46,172株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 

 

（決議） 

株式の種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2022年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 100,008 利益剰余金 2,166 2021年12月31日 2022年３月29日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式     

普通株式 46,172株 － 15,400株(注)２ 30,772株 

Ａ種類株式  － 15,400株(注)２ － 15,400株 

合計 46,172株 15,400株 15,400株 46,172株 

自己株式      

 普通株式 － 6,750株(注)１ 6,750株(注)２ － 

Ａ種類株式  － 6,750株(注)２ 5,010株(注)３ 1,740株 

合計 － 13,500株 11,760株 1,740株 

(注)１.普通株式（自己株式）の増加6,750株は、既存株主からの買取による増加であります。 

２.発行済株式について、普通株式からＡ種類株式への転換により、15,400株の普通株式が減少し、

同数のＡ種類株式が増加しております。 

また、そのうち6,750株について、自己株式としての保有分であり、同数の普通株式（自己株式）

が減少し、同数のＡ種類株式（自己株式）が増加しております。 

３.Ａ種類株式（自己株式）の減少5,010株は、第三者割当による処分による減少であります。 

 

 

 

 



２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 

 

（決議） 

株式の種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2023年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 138,608 利益剰余金 3,002 2022年12月31日 2023年３月27日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   該当事項はありません。 



（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド（投資信託を含

む）組成等のためのシードマネー等に限定し、資金調達については原則として親会社による株

式引受によっております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権たる営業収益に係る未収収益は、年金投資一任及び外国籍ファンドに係る未収運用

受託報酬並びに投資信託に係る未収委託者報酬で構成され、これらは信用リスクにさらされて

おります。外国籍ファンドに係る未収運用受託報酬及び投資信託に係る未収委託者報酬につい

てはリスク管理会議において運用リスクを監視すること等により適切な運用を担保し、信用リ

スクを管理しております。また年金投資一任に係る未収運用受託報酬は、国内年金基金が債務

者であることを考慮すると、信用リスクはきわめて限定的と考えており、特段のリスク管理は

行っておりません。 

投資有価証券は、シードマネーとしての時価のある投資信託受益証券であり、市場価格の変

動リスクにさらされております。当該リスクは、投資信託の基準価額をビジネス・コントロー

ル・グループにて日次で把握し、予想を超える値動きがあった場合には部門長に報告する等の

方法により管理しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

前事業年度（2022年12月31日現在） 

2022年12月31日における現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等の

金融商品の時価については、短期間（１年以内）で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。 

 

2022年12月31日における投資有価証券は投資信託であり、その時価については、投資信託の基

準価額によっております。 

貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次の通りです。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

 貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(１)投資有価証券 94,310 94,310 － 

 

当事業年度（2023年12月31日現在） 

2023年12月31日における現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等の

金融商品の時価については、短期間（１年以内）で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。 

 

 



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

（１） 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

前事業年度（2022年12月31日現在） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）第

26項に定める経過措置を適用した投資信託については、金融商品の時価のレベルごとの内訳等を

開示しておりません。貸借対照表における当該投資信託の金額は94,310千円であります。 

 

当事業年度（2023年12月31日現在） 

該当はありません。 

 

（２） 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

前事業年度（2022年12月31日現在） 

  現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等は、短期間（１年以内）で決 

済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

当事業年度（2023年12月31日現在） 

現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等は、短期間（１年以内）で決 

済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（有価証券関係） 

１．子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式 109,390 千円、関

連会社株式 31,129 千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式 109,390千円、関連会社

株式 31,129 千円）は、市場価格がないことから、記載しておりません。 

 

２．その他有価証券 

前事業年度（2022年12月31日現在） 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

 
 投資信託 

 
 
 

－ 

 
 
 

－ 

 
 
 

－ 

小計 － － － 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

 
投資信託 

 
 
 

94,310 

 
 
 

100,000 

 
 
 

△5,690 

小計 94,310 100,000 △5,690 

合計 94,310 100,000 △5,690 

 

当事業年度（2023年12月31日現在） 

  該当はありません。 

 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券 

前事業年度（自 2022 年１月１日 至 2022 年 12 月 31 日） 

該当はありません。 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

区分 
売却額 
（千円） 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

（１） その他有価証券 

① 投資信託 

合計 

 

85,334 

85,334 

 

－ 

－ 

 

14,665 

14,665 

（注）上表の投資信託の「売却額」は「償還額」であります。 

  



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2022年12月31日） 

当事業年度 

（2023年12月31日） 

繰延税金資産   

資産除去債務 342 584 

繰越欠損金 165,257 254,927 

その他 4,437 5,126 

繰延税金資産小計 170,037 260,637 

  税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △165,257 △254,927 

  将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,780 △5,710 

評価性引当額小計(注)１ △170,037 △260,637 

繰延税金資産合計 － － 

   

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 － － 

繰延税金負債合計 － － 

繰延税金資産の純額 － － 

（注）１  評価性引当額が90,599千円増加しております。この増加の主な要因は、税務上の繰越欠損金に係る評価性

引当額の増加によるものです。 

２  税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

前事業年度（2022年12月31日）                             （単位：千円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 合計 

税務上の繰越欠損金（※１） － － － － － 165,257 165,257 

評価性引当額 － － － － － △165,257 △165,257 

繰延税金資産 － － － － － － － 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

当事業年度（2023年12月31日）                             （単位：千円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 合計 

税務上の繰越欠損金（※１） － － － － 18,640 236,286 254,927 

評価性引当額 － － － － △18,640 △236,286 △254,927 

繰延税金資産 － － － － － － － 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（2022年12月31日） 

当事業年度 

（2023年12月31日） 

法定実効税率 33.6% 33.6% 

   

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3% △3.2% 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △33.6%   89.8% 

住民税均等割 0.1% △0.4% 

外国子会社合算税制 3.9% △0.8% 

評価性引当額の増減額 △4.2% △119.5% 

その他 0.0% 0.0% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.1% △0.4% 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

１．関連会社に関する事項  （単位：千円） 

関連会社に対する投資の金額 31,129 

持分法を適用した場合の投資の金額 129,332 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 87,414 

２．開示対象特別目的会社に関する事項  

当社は開示対象特別目的会社を有しておりません。 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

１．関連会社に関する事項  （単位：千円） 

関連会社に対する投資の金額 31,129 

持分法を適用した場合の投資の金額 294,261 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 255,499 

２．開示対象特別目的会社に関する事項  

当社は開示対象特別目的会社を有しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 



（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

委託者報酬 

運用受託報酬 

投資助言報酬 

業務受託収入 

成功報酬（注） 

1,357,861 

161,417 

11,565 

140,824 

147,409 

千円 

合計 1,819,077  

（注）成功報酬は、当事業年度の損益計算書において委託者報酬にかかるものを134,690千円、運用受

託報酬にかかるものを12,719千円それぞれ含めて表示しております。 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

委託者報酬 

運用受託報酬 

投資助言報酬 

業務受託収入 

成功報酬（注） 

1,083,834 

173,827 

13,942 

154,410 

119,526 

千円 

合計 1,545,542  

（注）成功報酬は、当事業年度の損益計算書において委託者報酬にかかる119,526千円を表示しており

ます。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

[重要な会計方針]５ 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込まれる収益の

金額及び時期に関する情報 

 

顧客との契約から生じた債権等 

 前事業年度 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 580,710千円 604,820千円 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 604,820千円 405,118千円 

（注）なお、当事業年度の期首及び期末において、顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債は

ありません。 

 

（セグメント情報等） 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

１．セグメント情報 

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、



製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

（単位：千円） 

日本 香港 ケイマン 合計 

1,642,630 140,824 35,622 1,819,077 

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類して

おります。 

 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超え

るため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 

マルチアセット・ストラテジーファンド クラスA（適格機関投資家専用） 247,730 

GCIダイナミック・リスクアロケーションファンドタイプⅡ クラスA（適格機関投資家専用） 190,702 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

１．セグメント情報 

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、

製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

（単位：千円） 

日本 香港 ケイマン 合計 

1,368,549 154,410 22,582 1,545,542 

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類して

おります。 

 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超え

るため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 

マルチアセット・ストラテジーファンド クラスA（適格機関投資家専用） 179,708 



（関連当事者との取引） 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

１．関連当事者との取引 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又

は出資金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
株式会社 

GCIキャピタル 

東京都 

千代田区 

40,510 

(千円) 

自己投

資、運

用ﾘｻｰﾁ 

（被所有） 

直接 

66.6% 

役員の兼任 －     － －     － 

その他

の関係

会社 

一般社団法人 

京都ラボ 

京都府 

京都市 
－ 

資産運

用に関

する研

究開発 

（被所有） 

直接 

33.4% 

役員の兼任 

投資運用ﾘｻｰﾁ

等に関する業

務の委託(*1) 

3,600 －     － 

 

（２）子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 所在地 資本金 
事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 

GCI Asset 

Management, HK 

Limited 

香港 

1,000 

(千米ド

ル) 

投資運用

業 

（所有） 

直接 

100% 

業務委託 

業務受託収入

(*2) 
140,824 

関係会社 

未収金 
20,726 

助言報酬(*3) 104,094 
関係会社 

未払金 
66,857 

関連 

会社 

Caygan Capital 

Pte. Ltd. 
Singapore 

1,250 

(千シンガ

ポールド

ル) 

投資運用

業 

（所有） 

直接 

34% 

業務委託 
業務代行手数

料(*4) 
79,383 未払費用 31,269 

 

（３）兄弟会社等 

該当はありません。 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２ 議決権の所有割合は、議決権を有している優先株式を含めて算出しております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（*１）投資運用に係るリサーチ等に関する業務の委託については、市場価格を参考に親会社との協議の 

うえ決定しております。 

（*２）業務受託収入については、市場価格を参考に、子会社との協議のうえ決定しております。 

（*３）助言報酬については、市場価格を参考に、子会社との協議のうえ決定しております。 

（*４）業務代行手数料については、市場価格を参考に関連会社との協議のうえ決定しております。 

 

（４）役員及び個人主要株主等 

該当はありません。 

 

 

 



２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

株式会社GCIキャピタル（非上場） 

（２）重要な関連会社の要約財務諸表 

当事業年度において、重要な関連会社は Caygan Capital Pte. Ltd.であり、その要約財務諸

表は以下のとおりであります。 

    (千円) 

    Caygan Capital Pte. Ltd. 

  流動資産合計 370,751 

  固定資産合計 66,027 

      

  流動負債合計 56,390 

  固定負債合計 － 

      

  純資産合計 380,388 

      

  売上高 883,080 

  税引前当期純利益 306,980 

  当期純利益 257,101 

 

当事業年度（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

１．関連当事者との取引 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 所在地 

資本金

又は出

資金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
株式会社 

GCIキャピタル 

東京都 

千代田区 

40,510 

(千円) 

自己投

資、運用

ﾘｻｰﾁ 

（被所有） 

直接 

100%(*1) 

役員の兼任 －    － －     － 

 

（２）子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 所在地 資本金 
事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 

GCI Asset 

Management, HK 

Limited 

香港 

1,000 

(千米ド

ル) 

投資運用

業 

（所有） 

直接 

100% 

業務委託 

業務受託収入

(*2) 
154,410 

関係会社 

未収金 
18,246 

助言報酬(*3) 68,037 
関係会社 

未払金 
43,663 



関連 

会社 

Caygan Capital 

Pte. Ltd. 
Singapore 

1,250 

(千シン

ガポー

ルドル) 

投資運用

業 

（所有） 

直接 

34% 

業務委託 
業務代行手数

料(*4) 
82,279 未払費用 33,778 

 

（３）兄弟会社等 

該当はありません。 
 

（４）役員及び個人主要株主等 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又

は出資金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社 

一般社団法人 

京都ラボ 

京都府 

京都市 
－ 

資産運用

に関する

研究開発 

－(*1) 役員の兼任 

投資運用ﾘｻｰﾁ

等に関する業

務の委託(*5) 

3,600 －     － 

自己株式の取

得(*1) 
175,628 －     － 

 

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２ 議決権の所有割合は、議決権を有している優先株式を含めて算出しております。 

   ３ 当社代表取締役山内英貴は、一般社団法人京都ラボ（以下、「京都ラボ」という）の代表を兼務しており、 

京都ラボの議決権の半数を所有しています。 

また、京都ラボの残りの半数の議決権を所有する株式会社GCIキャピタルの議決権の100％を当社代表取締

役山内英貴が所有していることを考慮し、京都ラボと当社の取引を開示対象に含めております。 

４ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（*１）自己株式の取得については、2023年3月27日の株主総会の決議に基づき、当社普通株式6,750株を 

１株あたり26,019円で一般社団法人京都ラボより取得しています。取得価格については、独立し

た第三者機関による株価算定の結果を参考に決定しております。なお、議決権等の所有（被所

有）割合の異動については、一般社団法人京都ラボが保有していた普通株式をＡ種類株式に転

換し、無議決権化したことによるものです。これにより、一般社団法人京都ラボの議決権比率は

0％となり、株式会社GCIキャピタルの議決権比率は100％となっております。 

（*２）業務受託収入については、市場価格を参考に、子会社との協議のうえ決定しております。 

（*３）助言報酬については、市場価格を参考に、子会社との協議のうえ決定しております。 

（*４）業務代行手数料については、市場価格を参考に関連会社との協議のうえ決定しております。 

（*５）投資運用に係るリサーチ等に関する業務の委託については、市場価格を参考に親会社との協議の 

うえ決定しております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

株式会社GCIキャピタル（非上場） 

（２）重要な関連会社の要約財務諸表 

当事業年度において、重要な関連会社は Caygan Capital Pte. Ltd.であり、その要約財務諸

表は以下のとおりであります。 

    (千円) 

    Caygan Capital Pte. Ltd. 

  流動資産合計 947,074 



  固定資産合計 96,005 

      

  流動負債合計 177,606 

  固定負債合計 － 

      

  純資産合計 865,473 

      

  売上高 1,526,140 

  税引前当期純利益 895,287 

  当期純利益 751,468 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 

(自 2022年１月１日 
  至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

至 2023年12月31日) 

１株当たり純資産額                  23,614円17銭 １株当たり純資産額                  18,814円95銭 

１株当たり当期純利益              9,370円80銭 １株当たり当期純損失              1,697円87銭 

 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

貸借対照表の純資産の部の合計額     1,090,313千円 

普通株式以外に帰属する純資産合計額 

    該当事項はありません。 

普通株式に係る当事業年度末の純資産額 1,090,313千円 

普通株式の当事業年度末株式数            46,172株 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益           432,668千円 

普通株式以外に帰属する純利益 

    該当事項はありません。 

普通株式に係る当期純利益           432,668千円 

普通株式の当期中平均株式数               46,172株 

 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

貸借対照表の純資産の部の合計額      835,985千円 

普通株式以外に帰属する純資産合計額 

該当事項はありません。 

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る 

当事業年度末の純資産額        835,985千円 

発行済株式数              46,172株 

自己株式数                1,740株 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

当事業年度末株式数                44,432株 

（うちＡ種類株式数 13,660株） 

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失            76,136千円 

普通株式以外に帰属する当期純損失 

該当事項はありません。 

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る 

当期純損失                  76,136千円 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

当期中平均株式数                44,841.97株 

（うち期中平均Ａ種類株式数 10,441.48株） 

（注）当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象) 

該当はありません。 



２ 中間財務諸表 

（１）【中間貸借対照表】 

  
当中間会計期間 

(2024年６月30日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

（資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金・預金   644,410 

２ 前払費用   15,093 

３ 未収入金   10,108 

４ 関係会社未収金   94,201 

５ 未収委託者報酬   310,977 

６ 未収運用受託報酬   50,154 

７ 未収収益   6,521 

流動資産合計   1,131,466 

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産   6,227 

（１）建物附属設備 ※１ 5,122  

（２）器具備品 ※１ 1,104  

２ 投資その他の資産   182,722 

（１）関係会社株式  140,519  

（２）保険積立金  7,942  

（３）長期差入保証金  34,260  

固定資産合計   188,950 

資産合計   1,320,416 

 

  



  
当中間会計期間 

(2024年６月30日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 預り金   19,384 

２ 未払金   49,130 

３ 関係会社未払金   47,590 

４ 未払費用   135,841 

５ 未払法人税等   145 

６ 未払消費税等   7,044 

７ 契約負債   2,475 

８ 賞与引当金   65,000 

流動負債合計   326,613 

Ⅱ 固定負債    

固定負債合計   － 

負債合計   326,613 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   100,000 

２ 資本剰余金   234,067 

（１）資本準備金  125,000  

（２）その他資本剰余金  109,067  

３ 利益剰余金   705,009 

（１）利益準備金  127  

（２）その他利益剰余金  704,881  

   繰越利益剰余金  704,881  

 ４ 自己株式   △45,273 

株主資本合計   993,803 

Ⅱ 評価・換算差額等    

評価・換算差額等合計   － 

純資産合計   993,803 

負債・純資産合計   1,320,416 

 



（２）【中間損益計算書】 

  

当中間会計期間 

(自 2024年１月１日 

至 2024年６月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

Ⅰ 営業収益    

１ 委託者報酬   504,238 

２ 運用受託報酬   94,262 

３ 投資助言報酬   11,366 

４ 業務受託収入   75,030 

営業収益合計   684,898 

Ⅱ 営業費用    

１ 支払手数料   260,968 

２ 広告宣伝費   975 

３ 調査費   32,537 

（１）調査費  32,413  

（２）図書費  124  

４ 委託計算費   18,949 

５ 営業雑経費   8,402 

（１）通信費  1,899  

（２）協会費  863  

（３）諸会費  540  

（４）諸経費  818  

（５）その他  4,281  

営業費用合計   321,834 

Ⅲ 一般管理費    

１ 給料   357,742 

（１）役員報酬  19,736  

（２）給料・手当  231,174  

（３）賞与引当金繰入額  65,000  

（４）法定福利費  28,203  

（５）福利厚生費  13,626  

２ 交際費   6,282 

３ 旅費交通費   8,319 

４ 租税公課   62 

５ 不動産賃借料   18,054 

６ 固定資産減価償却費 ※１  857 

７ 業務委託費   77,543 

８ 諸経費   6,809 

一般管理費合計   475,671 

営業損失   112,607 

 

 



  

当中間会計期間 

(自 2024年１月１日 

至 2024年６月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取配当金   307,129 

２ 受取利息   2 

３ 為替差益   885 

４ 雑収入   97 

営業外収益合計   308,115 

Ⅴ 営業外費用    

営業外費用合計   － 

経常利益   195,507 

Ⅵ 特別利益    

特別利益合計   － 

Ⅶ 特別損失    

   特別損失合計   － 

税引前中間純利益   195,507 

  法人税、住民税及び事業税   145 

中間純利益   195,362 

 



（３）【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間 
（自2024年１月１日 至2024年６月30日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （単位：千円） 

  株主資本 評価・換算差額等  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価

証券評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計 
純資産合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

資本剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰

余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 100,000 125,000 109,067 234,067 127  547,064 547,191 △45,273 835,985 － － 835,985 

当中間期変動額             

中間純利益 － － － － － 195,362 195,362 － 195,362 － － 195,362 

剰余金の配当（△） － － － － － △37,545 △37,545 － △37,545 － － △37,545 

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額(純額) 

－ － － － － － － － － － － － 

当中間期変動額合計 － － － － － 157,817 157,817 － 157,817 － － 157,817 

当中間期末残高 100,000 125,000 109,067 234,067 127  704,881 705,009 △45,273 993,803 － － 993,803 



重要な会計方針 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法により評価しております。 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

当中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており 

ます。） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法により評価しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、2021年８月１日以降に取得した建物附属設備については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備      15年 

器具備品      ４～６年 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づいております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒損失については、個別に回収可能性を検討し計上しております。なお、当中間会計期

間は貸倒引当金を計上しておりません。 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当中間会計期間対応分を計上してお

ります。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、当中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、投資助言報酬、業務受託収入を稼得し

ております。これらには成功報酬が含まれる場合があります。 

（１）委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割合として認識さ

れ、確定した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間

の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益

として認識しております。 



（２）運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資一任契約に基づき契約期間の純資産総額等に対する一定割合として認識

され、確定した報酬を顧問口座によって主に年２回、もしくは年１回受取ります。当該報酬は期

間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収

益として認識しております。 

（３）投資助言報酬 

投資助言報酬は、投資助言契約に基づき、投資助言サービスを提供し、主に当該ファンドの契

約期間の純資産総額等に対する一定割合として認識され、確定した報酬を主に年２回、もしく

は年１回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づ

き、契約期間にわたり収益として認識しております。 

（４）業務受託収入 

業務受託収入は、業務受託契約に基づき、GCI Asset Management,HK Limitedに対象ファンド

の事務サービスを提供し、当該ファンドのGCI Asset Management,HK Limitedで発生した収益

に対する一定割合として認識され、確定した報酬を年４回受取ります。当該報酬は期間の経過

とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、ファンドの運用期間にわたり収益として

認識しております。 

（５）成功報酬 

成功報酬は、当社が運用するファンドについて、パフォーマンス目標を上回る超過運用益に対

する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定した時点で収益

として認識しております。当該報酬は履行義務を充足してから主として１年以内に受領してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係) 

当中間会計期間 

(2024年６月30日現在) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

建物附属設備       1,244千円 

器具備品        6,656千円 

 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

(自 2024年１月１日 

至 2024年６月30日) 

※１．減価償却実施額 

   有形固定資産        524千円 

   無形固定資産       333千円 

  

 

（中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

発行済株式     

普通株式 30,772株 － － 30,772株 

Ａ種類株式  15,400株 － － 15,400株 

合計 46,172株 － － 46,172株 

自己株式      

 普通株式 － － － － 

Ａ種類株式  1,740株 － － 1,740株 

合計 1,740株 － － 1,740株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額     

 

 

（決議） 

株式の種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2024年３月25日 

定時株主総会 

普通株式及び

Ａ種類株式 
37,545 利益剰余金 845 2023年12月31日 2024年３月27日 

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

   該当事項はありません。 



（金融商品に関する注記） 

当中間会計期間（2024年６月30日現在） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

2024年６月30日における現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等の

金融商品の時価については、短期間（１年以内）で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の 算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

該当ありません。 

 

（２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

   現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、関係会社未収金等は、短期間（１年以内）で

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間（2024年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式（中間貸借対照表計上額 109,390 千円）及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額

31,129 千円）は、市場価格がないことから、記載しておりません。 

 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日） 

１．関連会社に関する事項  （単位：千円） 

関連会社に対する投資の金額 31,129 

持分法を適用した場合の投資の金額 92,144 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 35,975 

２．開示対象特別目的会社に関する事項  

当社は開示対象特別目的会社を有しておりません。 

 

 

 

 



（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 

 

自 2024年１月１日 

至 2024年６月30日 

 

委託者報酬 

運用受託報酬 

投資助言報酬 

業務受託収入 

成功報酬（注） 

478,185 

94,262 

11,366 

75,030 

26,053 

千円 

合計 684,898  

（注）成功報酬は、中間損益計算書において委託者報酬にかかるもの26,053千円を表示しております。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

[重要な会計方針]５ 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当中間会計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれ

る収益の金額及び時期に関する情報 

 

顧客との契約から生じた債権及び契約負債 

 自 2024年１月１日 

至 2024年６月30日 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 405,118千円 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 461,854千円 

契約負債（期首残高） －千円 

契約負債（期末残高） 2,475千円 

契約負債は、顧客との契約に基づく支払条件により、顧客から受け取った前受金であり、収益の認

識に伴い取り崩されます。なお、当社では、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるた

め、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しており

ます。 

 

（セグメント情報等) 

当中間会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日） 

１．セグメント情報 

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一であること

から、製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

（単位：千円） 

日本 香港 ケイマン 合計 

597,673 75,030 12,194 684,898 



（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎とし

て分類しております。 

 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を

超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 

マルチアセット・ストラテジーファンド クラスA（適格機関

投資家専用） 
69,213 

 

（１株当たり情報) 

当中間会計期間 

(自 2024年１月１日 

  至 2024年６月30日) 

１株当たり純資産額                  22,366円84銭 

１株当たり中間純利益                 4,396円88銭 

 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

中間貸借対照表の純資産の部の合計額  993,803千円 

普通株式以外に帰属する純資産合計額 

    該当事項はありません。 

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る 

中間期末の純資産額         993,803千円 

発行済株式数              46,172株 

自己株式数               1,740株 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

中間期末株式数              44,432株 

(うちＡ種類株式数 13,660株)  

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

中間損益計算書上の中間純利益         195,362千円 

普通株式以外に帰属する中間純利益 

    該当事項はありません。 

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る 

中間純利益                   195,362千円 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

期中平均株式数                    44,432株 

(うち期中平均Ａ種類株式数 13,660株) 

 

 （注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 



（重要な後発事象） 

当社は、2024年７月１日付にて、以下のとおり借入極度額設定約定書を締結いたしました。 

資金使途 運転資金 

借入先 株式会社 GCI キャピタル 

契約日 2024 年 7 月１日 

契約期間 2024 年７月１日から 2025年６月 30 日 

借入極度額 200,000 千円 

借入利率 年 1.25% 

担保 無し 

 

 

 

 

 

  



 

公開日    2024年９月24日 

作成基準日  2024年９月13日 

 

本店所在地  東京都千代田区大手町二丁目６番４号 

お問い合わせ先   コンプライアンス＆リスク・グループ 

 

  



 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

２０２４年３月１５日 

株式会社ＧＣＩアセット・マネジメント 

取締役会   御 中 

 

東 京 事 務 所 

指 定 有 限 責 任 社 員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 水 永  真 太 郎 

監査意見 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられている株式会社ＧＣＩアセット・マネジメントの２０２３年１月１日から２０２３年１２月３１日

までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針

及びその他の注記について監査を行った。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＧＣＩアセット・マネジメントの２０２３年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表 及びその監査報告書以

外の情報である。当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいか

なる作業も実施していない。 

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

財務諸表監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

EY新日本有限責任監査法人



 
 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

 

(注)１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。  

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 

 

  



 
 

独立監査人の中間監査報告書 

２０２４年９月１３日 

株式会社ＧＣＩアセット・マネジメント 

取締役会   御 中  

 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 水 永 真 太 郎 

中間監査意見 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられている株式会社ＧＣＩアセット・マネジメントの２０２４年１月１日から２０２４年１２月

３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（２０２４年１月１日から２０２４年６月３０日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の

注記について中間監査を行った。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ＧＣＩアセット・マネジメントの２０２４年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（２０２４年１月１日から２０２４年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

中間監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間

監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査

法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の

倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

 中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

中間財務諸表監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する

可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。 

EY新日本有限責任監査法人



 
 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間

監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査

手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に

基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の

表示に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連

する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。 

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間

財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。 

 監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

(注)１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。  

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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